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 物資供給の迅速性を高めるため、宮城県が宮城県倉庫協会と締結している協定に基づき、宮城県
は協会に所属する倉庫を物流拠点とし活用するほか、国等からの大量の支援物資を円滑に受け入
れ・仕分けし避難先等に搬送するため広域物資拠点を設定。広域物資拠点では、市町の要求を踏
まえて食料や物資を分別し、避難先等や一時集結拠点へ輸送。

 一時集結拠点では、地域住民の状況を踏まえて物資を供給。
 各拠点は、防災業務関係者への災害関係情報の提供拠点としても活用。

物資の調達・供給

※一時集結拠点は、放射線防護資機材の一時集結拠点と同じ場所に設置

広域物資拠点（県の暫定広域防災拠点：宮城県総合運動公園）
・避難・屋内退避住民に対する政府の供給食料・物資の集積
・協定締結した民間企業等の供給食料・物資の集積
・避難住民への食料・物資の供給
・災害関係情報（道路情報、緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ情報）の提供 等

一時集結拠点 〈15拠点〉 ※
・避難・屋内退避住民に対する食料・物資の供給
・追加で必要となる緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ資機材及び放射線防護資機材の集積
・災害関係情報（道路情報、緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ情報）の提供 等

【凡例】 広域物資拠点 一時集結拠点
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原子力事業者による生活物資の支援体制

 東北電力では、災害時に宮城県及び関係市町が備蓄する生活物資が不足する場合に備え、本店等
に備蓄している食料及び生活物資を支援する備蓄体制を整備。

 物資等の輸送に関しては、東北電力が原子力災害発生時に備えて、日常から物流業務を委託してい
る民間業者と締結した資機材運送の協力に関する協定を活用する。

食料品
（食）

飲料水
（ﾘｯﾄﾙ）

毛布
（枚）

合計 30,000 20,000 1,000

生活物資の備蓄状況

災害時における物資の輸送に関する協定等の
締結状況

協定の種類 内容 締結民間企業等

原子力災害発生時
における資機材運
送の協力に関する
協定

輸送車両の
優先利用等 民間業者

※令和元年11月時点
※物資の供給は、宮城県からの要請に基づき、本店等に備

蓄されている物資を総合的に運用のうえ、要請に対応。
※上記備蓄数でも不足する場合は、必要に応じて流通物資

を活用して生活物資の確保に努める。

【凡例】 ： 本店、支店等
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国による物資（食料等の生活用品等）の供給体制
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 宮城県及び関係市町が備蓄している物資が不足する場合、宮城県及び関係市町から、原子力災害対策本部に対
し物資調達の要請を行う。

 要請を受けた、または原子力災害対策重点区域内が混乱し要請を待ついとまがないと認められた場合等、原子力
災害対策本部は、物資関係省庁（総務省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省）に対しこの要請を伝達、または
要請し、各物資関係省庁は所管する関係業界団体等に調達要請を実施し、物資集積拠点への物資搬送を行う。

物資関係省庁
関係業界団体等

民間企業

原子力災害対策本部
（首相官邸）

関係県災害対策本部
関係市町災害対策本部

地方公共団体
による行政備蓄 一時集結拠点等

物資集積拠点

避難先屋内退避施設 屋内退避施設等PAZ内 UPZ内 UPZ外

調達要請 回答

調達要請

回答

要請を伝達

対応状況の報告

調整

要請を伝達
物資調達の要請

総務省
厚生労働省
農林水産省
経済産業省

調達・供給
の調整

ﾄﾗｯｸ会社・民間企業

原子力災害対策重点区域内
が混乱し要請を待ついとま
がないと認められた場合必
要と判断し要請

宮城県女川ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ（整備中）
おながわ

※ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰの運用開始まで、

暫定的に運用。
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